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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、「研修カリキュラム」に焦点をあて、福祉人材育成の理論の確立を目指したも
のである。調査やモデル事業の結果、社会福祉研修実施機関における、カリキュラムデザ
イン（研修の体系化）、インストラクショナルデザイン（研修プログラムの開発）のプロセ
スが明確化でき、研修事業全体を包括する概念としての、「福祉人材育成カリキュラムマネ
ジメント」の理論構築を行うことができた。 

 
研究成果の概要（英文）： 
This research focused on the "training curriculum" and aimed at establishment of the 
theory of the Human Resource Development Method for a Person Engaged in Social 
Welfare. 
The process of the curriculum design and instructional design in a social welfare training 
implementation organization has been clarified as a result of investigation or a model 
project. Moreover, the theory establishment of " the Human Resource Development Method 
for a Person Engaged in Social Welfare curriculum management" was able to be performed 
as a concept which includes the whole training enterprise.   
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2008年度 700,000 210,000 910,000 
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2011年度 700,000 210,000 910,000 

  年度  

総 計 2,100,000 630,000 2,730,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：人材育成・福祉人材育成方法・職場研修・カリキュラムデザイン・研修体系 
インストラクショナルデザイン・都道府県社会福祉研修事業・カリキュラムマネジメント 
 
１．研究開始当初の背景 
1993 年に告示された福祉人材確保指針が

改定され、「キャリアアップの仕組みの構築」
の項目において、経営者、職能団体、その他
の関係団体等、国、地方公共団体は、「福祉・

介護サービス分野におけるキャリアパスに
対応した生涯を通じた研修体系の構築を図
るとともに、施設長や従事者に対する研修等
の充実を図ること。」と、人材の確保につな
がる人材育成の必要性についても強調され
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た。 
人材確保指針改定の動きと平行して、東京

都社会福祉審議会は『利用者本位の福祉の実
現に向けて～福祉人材の育成のあり方～』と
いう報告書を意見具申として提出し、その中
で「福祉サービス市場を中心とする新たなシ
ステムが円滑に機能するためには、福祉サー
ビスを幅広く担う人材の質こそが決定的な
要素となる」と明言し、現在の人材のスキル
アップを重視し早期に対応することが必要
であるとしている。さらに、「職場研修」に
おける OJT の重要性についても触れ、人材育
成の目標設定が抽象的、人材育成体制の構築
が不十分といった課題があげられると指摘
している。 
つまり、指針及び意見具申から、福祉人材

育成は、実践の場での取り組みが最も重要で
あるが、各福祉職場（ミクロレベル）の OJT
等の職場研修が推進しきれていない現状、国
（マクロレベル）による法整備の直接的効果
を期待するには時間がかかることから、現状
においては、地方公共団体（メゾレベル）に
おける支援体制を整備し、特に都道府県レベ
ルにおいて、研修体制の整備、経営者や関係
機関とのネットワークの構築等を目指し、各
福祉職場を支えていく広域的な取り組みが
喫緊の課題となっている。 
本研究の対象である都道府県レベルの人

材育成は、具体的には「社会福祉研修事業」
として都道府県社協や行政などの社会福祉
事業実施機関において展開されてきている。
全社協中央福祉学院の作成した『平成 19 年
度社会福祉研修事業アンケート調査結果』
（研究者が分析アドバイザーを担当）からは、
以下の課題が抽出され、その課題克服の方策
として、カリキュラムマネジメント理論の導
入が有効であることが検証された。 
①「体系的」という言葉の共通認識の必要

性→「研修カリキュラムデザイン」 
研修事業を PDCA サイクルに基づいてマネ

ジメントしていくためには、全体の見取り図
がまず必要となる。「カリキュラムデザイン」
とは、横軸である学習の領域及び範囲として
の「スコープ Scope（領域）」と、縦軸であり
学習者のレベル・配列としての「シークェン
ス Sequence（系列）」によって一つの図式
（Chart）をつくり、その中に教育的な経験
の範囲と配列を示す学習の単元が設定され
るとするものである。つまり、「研修体系」
を「研修カリキュラム」として捉えなおし、
個々の研修が研修カリキュラム全体のどこ
に位置づけられるのかを明確化していく作
業がまず求められる。 
②独自事業の増加傾向における、効果的な

研修プログラムの企画力→「インストラクシ
ョナルデザイン」 
「インストラクショナルデザイン」とは、

個々の研修の企画を意味する。都道府県研修
事業実施機関は、プランナーとして、ミク
ロ・マクロレベルを視野に入れた研修企画を
行うことが期待される。 
③中長期目標の策定と PDCA サイクルの徹
底→「研修カリキュラムマネジメント」 
「カリキュラムマネジメント」とは、「Ｐ-

Ｄ-Ｃ-Ａサイクル(Plan-Do-Check-Action)」
を原理とした、「構成-実施-評価-改善」とい
ったカリキュラムを継続的に改善していく
手続きである。人員・予算が削減されている
今だからこそ、それぞれの業務の位置づけ・
結びつきを意識化し、PDCA サイクルに基づい
て４Ｍ（人、もの、予算、組織と運営）をマ
ネジメントしていく力量が研修担当者に求
められている。 
さらに、研究者が平成 19 年 9 月に群馬県
社会福祉協議会群馬県福祉マンパワーセン
ター研修担当者に対して行った、カリキュラ
ムマネジメント理論に基づく PDCA 各ステー
ジの研修事業業務に関する聞き取り調査の
結果からは、以下の課題が抽出された。 
①研修体系について、スコープとシークェ
ンスの設定がみられない（→研修カリキュラ
ムデザイン） 
②マニュアルの存在は評価できるが、研修
企画の方法論について未整備であり、個人の
経験に頼る部分が多い（→研修カリキュラム
プランニング） 
③PDCA 各ステージの機能は存在している
が、ステージ間のつながりが希薄である（→
研修カリキュラムマネジメント） 
④評価活動が研修プログラムの総括的評
価で留まっており、研修事業全体の評価基準
及びプロセスにおける評価方法（形成的評価
等）が明確化されてない 
⑤研修担当者の養成に時間が裂けないた
め、上記の課題克服に時間がかかる 
つまり、これらの課題をカリキュラム論の
視点からみると、①は「研修カリキュラムデ
ザイン」、②は個々の「研修カリキュラムプ
ランニング」、そしてその総体としての③「研
修カリキュラムマネジメント」について議論
していくことであると言い換えることがで
きる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、福祉人材育成の理論及び方法の
確立を目指し、都道府県・指定都市社会福祉
協議会等の研修事業実施機関における、「研
修カリキュラム」に焦点をあて、カリキュラ
ムデザイン（研修の体系化）、インストラク
ショナルデザイン（研修プログラムの開発・
評価）及び、そのプロセスを包括する概念で
ある「福祉人材育成カリキュラムマネジメン
ト」の理論構築及び方法について具体的に提
言することを目的とするものである。 



３．研究の方法 
(1)全国の社会福祉研修事業実施機関への研
修事業運営の実態調査結果に関する分析 
 研究者は 2007 年度末に、全国の社会福祉
研修事業実施機関に対し、PDCA 各ステージに
おける業務及び組織文化に関する実態調査
を実施した。初年度においては、その調査結
果を分析し、カリキュラムマネジメントの全
体像を整理する。 
 
(2)研修カリキュラムデザインに関するヒア
リングと手順の明確化 
 都道府県・指定都市社会福祉研修実施機関
にヒアリング調査を行い、研修カリキュラム
作成プロセスをシステム化する。 
 
(3)研修インストラクショナルデザインに関
するモデル事業 
 都道府県・指定都市社会福祉研修実施機関
において、研究者が作成した研修企画ツール
案を実際に活用していただき、改善点を抽出
する。また、ツールを活用した、研修インス
トラクショナルデザインの手順を明確化す
る。 
 
(4)研修カリキュラムマネジメント理論の整
理 
 今まで実施した調査及びモデル事業のプ
ロセスを整理し、「研修カリキュラムマネジ
メント」理論として整理する。理論構築にあ
たっては、中留武昭編、『カリキュラムマネ
ジメントの定着過程－教育課程行政の裁量
とかかわって－』、教育開発研究所、2005 年
等の、教育学におけるカリキュラムマネジメ
ント理論に関する先行研究を参考にする。 
 
４．研究成果 
(1)2008 年度 
2008 年 12 月に A 県社会福祉協議会の研修

部門職員へヒアリング調査を行い、その課題
に基づき A県社協職員とともにモデル事業を
実施した。具体的には、インストラクショナ
ルデザインを社会福祉研修に援用し、研修担
当者と研修準備シート及び評価表等の開発
を行った。 
A 県社会福祉協議会におけるヒアリング調

査からは、研修プログラム開発手順の明確化
及び評価方法が課題として抽出された。その
課題克服の方法論として「インストラクショ
ナルデザイン」を援用した研修プログラム開
発手順のシート及び評価表を作成し、研修担
当者の目線に立ちながら改良を重ねていっ
た。その結果、受講者への事前インタビュー
や過去のアンケート結果等のデータに基づ
く研修ニーズ抽出方法及び、効果的な評価に
つながる研修目標・学習項目の精査方法等の
マニュアル化が可能となった。 

つまり、インストラクショナルデザインを
社会福祉研修の文脈から加工することによ
り、理論的背景をもった福祉人材育成方法の
足がかりを築くことができた。 
 
(2)2009 年度 
研究者が講師を担当した、B 県社会福祉研
修事業実施機関における研修を対象に、モデ
ル事業を実施した。具体的には、前年度に整
理したインストラクショナルデザインの手
法を実験的に援用し、その効果について検討
を行った。 
また、研修企画に必要なデータ収集のため
レディネステストを行い、その結果に基づき
研修プログラムを構築した。さらに、研修実
施直前及び直後における、研修内容の評価を
具体的指標に基づき実施し、その評価結果に
ついて分析を行った。そして、各プロセスに
おける形成的評価を実施し、研修担当者とし
ての業務について精査した。 
研究結果から、PDCA サイクルに基づく研修

事業を展開することにより、エビデンスに基
づく人材育成方法の構築が可能となり、研修
事業実施機関の業務プロセス及び各担当者
の成果の蓄積及び共有が可能となることが
実証できた。また、個々の研修のインストラ
クショナルデザインのプロセスについて明
確化することにより、研修の体系化としての
カリキュラムデザインのプロセスが検証さ
れ、両者の相関関係によって、カリキュラム
マネジメントサイクルが構築されているこ
とが明らかとなった。 
 
(3)2010 年度 
C 県における介護職員の研修体系見直しに
ついて委員として関わり、県レベルの研修体
系構築の課題について検討し、都道府県・指
定都市レベルの研修カリキュラムデザイン
の具体的手法について整理した。具体的には、
カリキュラム理論に基づき、作業プロセスを
以下のとおりまとめた。 
①県・指定都市レベルの人材育成理念の設定、
人材育成方針の明確化 
②各職種・職階に求められる能力・機能の洗
い出し（業務の棚卸し）と整理（キャリアパ
スとの連関） 
③都道府県・指定都市レベルの研修カリキュ
ラムの策定 
④都道府県・指定都市内の社会福祉研修実施
状況の落とし込みと実施機関内の役割分担
（研修範囲の明確化） 
⑤各機関における年間研修スケジュールの
策定 
  
(4)2011 年度 
研修事業における「インストラクショナル
デザイン」におけるツールの開発、及び、「研



修カリキュラムマネジメントサイクル」のシ
ステム化を試みた。 
①「職場研修」に関する実態調査 
 C 県社会福祉協議会が実施した、「福祉職場
の研修ニーズ等に関する実態調査」に関わり、
介護、障害、保育分野の施設に対し、「職場
研修」の実施体制、OJT、OFF-JT の実施状況
等について分析を行った。その結果、「年間
研修計画」は 76.9％の事業所で作成されてい
たが、「研修体系図の作成」については 46。
0%の事業所でしか作成されておらず、各研修
の「時系列」での整理はしているが、「職場
研修」の対象（段階）、内容、方法といった、
職場での人材育成を俯瞰し、「体系的」に進
めていく土壌が形成されていない様子がう
かがえた。 
「OJT（職務を通じての研修）」の実施状況

については、後進の指導はある程度している
が、それは、計画的・体系的なものではなく、
組織的な人材育成が実施されていない現状
が浮き彫りとなった。OJT は、「職場研修」の
中心となる技法である。管理職・指導的職員
の個人的裁量によってではなく、組織的とし
て OJT 体制を明文化し、指導する側の意識改
革、教育を行うことが、まず必要であると考
えられる。 
「OFF-JT(職務を離れての研修)」の実施状

況については、「職場内 OFF-JT」について計
画的に実施しているのは５割程度の事業所
に留まり、「派遣する外部研修の内容を考慮
し企画」が２割弱に留まる結果からは、「職
場内 OFF-JT」と「職場外 OFF-JT」がばらば
らに実施されている現状が読み取れる。また、
評価基準、評価方法が明確化されておらず、
評価を行っても、その結果を活用しきれてい
ない現状が明らかとなった。 
実態調査によって明確化された、これらの

課題を克服し、OJT 及び職場内・外 OFF-JT を
効率的・効果的に実施するためには、年間研
修計画だけではなく、職場全体の人材育成方
法を俯瞰できる「研修体系」の構築、活用が
必要であるといえる。 
つまり、「各機関・団体等が独自に研修を
企画・実施するため、内容や日程等が重複す
るケースがある」という現状を改善するため
には、県レベルの人材育成理念に基づく研修
体系の構築が必要であり、それを主導するの
は、「職場研修」推進を支援する、県社会福
祉研修実施機関（県社会福祉協議会）である。   
以上のような調査結果から、都道府県・指

定都市レベルの研修体系構築の必要性及び、
社会福祉研修実施機関の地域における役割
が明らかになった。  
 
②研修事業におけるインストラクショナル
デザイン（研修企画・運営）のツールの活用 
 研修企画のための、ニーズ把握、目標設定、

研修プログラム策定、評価のツールを開発し、
研究者が講師を担当した、職場研修担当者対
象の講習会等で、教材として使用し、ツール
の実証性について検討を行った。 
 
③研修事業全体のシステム化：研修カリキュ
ラムマネジメントサイクルの提案 
 「研修カリキュラムデザイン」と「インス
トラクショナルデザイン」のプロセスをシス
テム化し、「研修カリキュラムマネジメント
サイクル」として整理した。 
研修カリキュラムマネジメントサイクル
の構築により、デザインのプロセスを経るこ
とにより、都道府県・指定都市レベルにおけ
る人材育成の課題が明確化され、各団体が担
うべき役割が自覚化されていくと思われる。
また、都道府県社協をはじめとする研修事業
実施機関がイニシアチブを取ることによっ
て、地域の実情に即したきめ細やかなカリキ
ュラムデザインが実現され、地域の人材育成
における中核機関としての確固たる位置づ
けがなされていくと考えられる。 
都道府県・指定都市レベルの研修カリキュ
ラムデザイン後は、施設・機関において、地
域の研修カリキュラムを参考にしながら、
OJT を実施し、OFF-JT に関しては、職場外
OFF-JT で実施されていない学習項目につい
て年度研修計画を策定する。また、施設・機
関におけるキャリアパスと連動させ、研修受
講をキャリアアップの要件とする等、研修カ
リキュラムを積極的に活用することが望ま
しい。 
 今後は、上記の手順を、研究者が研修体系
の見直し作業に関わっている、社会福祉研修
実施機関において、社会福祉専門職の委員と
共に検証し、生涯研修（新任・中堅・指導的
研修）等の演習で従事者自らに業務を棚卸し
してもらうなど、キャリアパスを意識した、
現場で活用できる研修カリキュラムの策定
を目指す予定である。 
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